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日本PVプランナー協会は

太陽光発電の普及を通じて脱炭素化社会の実現に貢献することを

宣言します。
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令和5年度補助事業解説

•経済産業省 （本日）

•農林水産省 （本日）

•総務省 （本日）

•国土交通省 （本日）

•環境省 （4/5に解説）
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グリーントランス
フォーメーション予算方針
令和5年度補助事業解説
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GX実現に向けた基本方針（閣議決定）

① エネルギー安定供給の確保に向け、徹底した省エネに加え、再エ

ネや原子力などのエネルギー自給率の向上に資する脱炭素電源へ

の転換などGXに向けた脱炭素の取組を進めること。

② GXの実現に向け、「GX経済移行債」等を活用した大胆な先行投

資支援、カーボンプライシングによるGX投資先行インセンティブ、

新たな金融手法の活用などを含む「成長志向型カーボンプライシ

ング構想」の実現・実行を行うこと。
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経団連とGX

✓2022年5月17日に「グリーントランスフォーメーション（GX)に向

けて」とする文書を発表。

✓GXは2050年のカーボンニュートラル達成に向けた行程の一つと捉

え、気候変動対策を進めつつ国内投資の拡大と経済成長に資するも

の、気候変動対策を産業政策とするものとしている。

✓「経団連は、短期的に痛みを伴ったとしても、GXへの挑戦を通じ

て産業競争力を強化し、世界をリードする決意」を表明している。
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再生可能エネルギーの主力電源化
✓脱炭素電源として重要な再生可能エネルギーの導入拡大に向けて、国民負担の抑制と

地域との共生を図りながら、S+3E（安全性（Safety）、安定供給（Energy security）、

経済性（Economic efficiency）、環境（Environment））を大前提に、主力電源とし

て最優先の原則で最大限導入拡大に取り組み、関係省庁・機関が密接に連携しながら、

2030 年度の電源構成に占める再生可能エネルギー比率 36～38％の確実な達成を目指

す。

✓このため、直ちに取り組む対応として、太陽光発電の適地への最大限導入に向け、関

係省庁・機関が一体となって、公共施設、住宅、工場・倉庫、空港、鉄道などへの太

陽光パネルの設置拡大を進めるとともに、温対法5等も活用しながら、地域主導の再エ

ネ導入を進める。また、出力維持に向けた点検・補修などのベストプラクティスの共

有を図る。
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太陽光発電事業関連

✓盛り込まれているのは既存政策関連が大半

✓2030年時点で電源構成比36～38％目標

✓うち太陽光発電は14～16％（130GWdc程度）

✓事業規律の強化と太陽光パネルの大量廃棄に向けた対策

✓既存設備の最大限活用と2030年代以降の長期電源化

✓2030年時点で公共施設の50％、新築戸建て住宅の60％にPV搭載
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経済産業省
令和5年度補助事業解説
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需要家主導による太陽光発電導入促進補助金

FIT/FIP以外で太陽光発電の導

入を支援する最大の補助金。概算

要求165億円に対して105億円と

なっているが、令和4年度第2次補

正予算で既に255億円が投じられ

ている。なお、令和4年度第2次補

正事業は3/24に第1次公募が終了

した。

令和4年度第2次補正事業から、

太陽光発電設備に併設する蓄電池

についても補助対象となっている。
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令和4年度第2次補正予算事業の概要（第一次公募終了）
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クリーンエネルギー自動車の普及促進に向けた充電・充てんインフラ等
導入促進補助金

クリーンエネルギー自動車・イ

ンフラ導入促進補助金のうち、充

電・充てんインフラに関する補助。

自動車本体については令和4年度

補正予算で700億円、また充電・

充てんインフラも200億円が予算

化されている。

令和4年度補正予算は3月中に申

請受付開始予定、充電インフラ導

入は法人・地方公共団体のみ、個

人向けはV2H充放電設備と外部給

電器について補助が予定。



農林水産省
令和5年度補助事業解説
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地域循環型エネルギーシステム構築

営農型太陽光発電（ソーラー

シェアリング）に関連する予算と

して、令和4年度からの継続事業

として「営農型太陽光発電のモデ

ル的取組支援」が措置。

地域の気象条件や農業生産に適

した営農型太陽光発電設備に関す

る検討について、定額の交付金が

支給されるほか、検討結果を踏ま

えた実証設備の導入に対して1/2

補助が受けられる。



総務省
令和5年度補助事業解説
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公共施設等適正管理推進事業費？

• 公共施設への太陽光発電の導入促進策として、令和4年度から

環境省の要請によって総務省の「公共施設等適正管理推進事業

費」の対象に脱炭素化事業が加わった。

• 太陽光発電を導入する際の事業費について、その90％を地方債

で調達することが可能となり、更にそのうち30～50％は地方交

付税によって国が肩代わりするという仕組みになっている。

• 公共施設の太陽光発電導入可能量は15.9GWと推計されており、

その50％となる7.9GWから既設分1.9GWを差し引いた6.0GW

が2030年に向けた導入目標になる。
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国土交通省
令和5年度補助事業解説
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住宅・建築物におけるカーボンニュートラルの実現

国土交通省については、住宅分

野で新築のZEHに向けた支援の拡

充が図られているほか、社会的な

ストックとなる既存住宅等に対す

る再エネ導入についても支援策が

採られている点に留意。

東京都や川崎市における住宅用

太陽光発電の導入義務化といった

動きもあり、2050年に向けて住宅

関係の施策は強化される方向に進

むのではないかと予想される。
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公営住宅等における省エネ改修や再エネ設備導入

国土交通省については、住宅分

野で新築のZEHに向けた支援の拡

充が図られているほか、社会的な

ストックとなる既存住宅等に対す

る再エネ導入についても支援策が

採られている点に留意。

東京都や川崎市における住宅用

太陽光発電の導入義務化といった

動きもあり、2050年に向けて住宅

関係の施策は強化される方向に進

むのではないかと予想される。



太陽光発電で
次の世代に
豊かな未来を

一般社団法人日本PVプランナー協会
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